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 資料２（当初予算関係） 

 

県人会ネットワーク化推進事業について 

 

 

平成３１年２月１４日 

総 務 課 

 

 

１ 目 的 

   県と県人会、県人会相互のネットワーク化を図りながら、県外における秋田の魅力や

情報の発信などの、県人会によるふるさと秋田の応援活動の展開につながる取組を進め

る。 

 

２ 事業内容 

  （１）県と県人会の協働・連携による取組の実施 

   ① イベントなどを通じた県人会との連携 

     ・全国ふるさと県人会まつり（名古屋市）における共同ブースの設置・運営な

ど、県と県人会が連携して行う取組を推進 

   ② 県と県人会の双方向による秋田関連情報の収集・発信 

         ・県から、移住・定住関連情報やＡターン情報を提供 

     ・県人会から、県にゆかりのある方々の様々な活動やイベント情報を提供 

      ③ 北海道地区における県人会との連携 

     ・「あきた情報プラザ」を拠点とした県人会との連携促進と秋田の魅力に関す

る情報の発信 

 

（２）秋田の応援の輪の拡大   

① 県人会ホームページ「あきたじん」の運営 

  ・県及び県人会による様々な情報発信 

・県人会への入会申込み受け付け 

② 県人会等交流推進員の配置 

  ・秋田、東京、名古屋、大阪及び福岡に「県人会等交流推進員」を配置し、全

国各地の県人会情報の収集と、ホームページ・フェイスブックによる情報発

信などを通じて県と県人会の交流・連携を推進 

③ プロスポーツチーム等と県人会との交流の促進 

  ・県内のプロスポーツチーム等が県外で試合を行う際に、事前に地元県人会に

情報提供し、県人会による応援と試合後の交流を促進 
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３ 事業費      １２，０３８千円 （ ○諸 １３千円、 ○一 １２，０２５千円 ） 

【うち債務負担行為設定分：「あきた情報プラザ」建物等使用料 ２，２１１千円】 

 
 
   内訳  ・報 酬 ４，５８６千円 

       ・委託料 ２，９５２千円 

       ・使用料 ２，３３１千円 

       ・旅 費 １，０７１千円 

       ・共済費   ７４３千円 

       ・需用費   ２００千円 

       ・役務費   １５５千円 

 

 

 

【参考】 県人会に係る主な数値データ 

（平成３０年度は１２月末現在の数値） 

 

１ 県が把握している団体数及び会員数 

   ・団体数：    ２３６（Ｈ２７） →     ２１４（Ｈ３０） 

   ・会員数：７６，６２４人（Ｈ２７） → ９９，３９８人（Ｈ３０） 

 

２ 県人会ホームページ「あきたじん」アクセス数            （件） 

Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 

１３，１８４ ３０，７０９ １８，５６３ ４６，２４６ 

   ※平成２７年１０月開設 

 

３ フェイスブック「全国あきた県人会」アクセス数           （件） 

Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 

１０２，４０３ １２８，１１８ １１９，４９６ ５４，３６２ 

※平成２７年８月開設 

 

 ４ 「あきたじん」からの入会者数                   （人） 

Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 

４５ １０８ ９１ ７４ 

   ※入会者の平均年齢：４６．２歳 

 

 



資料３（当初予算関係）

行幸啓事務費について

平成３１年２月１４日

秘 書 課

１ 目 的

本年９月に開催する「第３９回全国豊かな海づくり大会・あきた大会」の式典行事等

に皇室の御臨席が予定されており、併せて地方事情御視察が円滑に実施されるよう必要

な準備や対応を行う。

２ 事業費 ２４，２４９千円 （ ○一 ２４，２４９千円 ）

（１）事前経費 ９，３４８千円

御日程書等の作成や宮内庁との協議などに要する経費

（２）当日経費 １０，２７１千円

記者会見場等の借上や御視察先での対応などに要する経費

（３）事後経費 ２，４５０千円

大会終了後のお礼言上や記念誌の作成などに要する経費

（４）その他 ２，１８０千円

複写代等経常的経費及び御即位関係の式典などに要する経費

３ 「第３９回全国豊かな海づくり大会・あきた大会」の概要

（１）開 催 日 ２０１９年９月７日（土）～８日（日）

（２）主 催 豊かな海づくり大会推進委員会

第３９回全国豊かな海づくり大会秋田県実行委員会

（３）後 援 農林水産省、環境省

（４）参 加 者 漁業者、漁業関係団体、都道府県等 約１，５００名

（５）内 容 式典行事（秋田県立武道館）

・功績団体等表彰

・最優秀作文発表

・漁業者メッセージ

・大会決議 ほか

海上歓迎・放流行事（秋田港飯島地区）

・漁船パレード

・稚魚放流 ほか



資料４（当初予算関係）

障害者雇用対策事業について

平成３１年２月１４日

人 事 課

１ 目 的

障害のある人もない人も互いに地域で支え合い、生き生きと暮らしていける社

会を目指す「ノーマライゼーション」の理念に沿って、障害者が働くことを通じ

て社会に参加できるよう、県において積極的に障害者の雇用を促進する。

２ 事 業 費 ４３，１３５千円（ １１１千円、 ４３，０２４千円）

（内訳：報酬３７，１７３千円、社会保険料５，９６２千円）

３ 事業内容

障害者の働きやすい環境づくりを進めながら、地域バランス等を考慮しつつ

２６名の障害者（身体、知的、精神）を本庁部局や地域振興局において雇用する。

※平成３０年度の雇用状況（H31.1月末現在）

１８人（週２９時間１５人、週２０時間３人）

＜参考＞

【雇用率の見込み】

本事業により２６名の障害者を任用した場合の法定雇用率は、平成３０年度

末退職者及び平成３１年度新規採用者等を踏まえると、２．５７％となる見込

み（法定雇用率２．５０％）。
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資料５（当初予算関係）

広報事業について

平成３１年２月１４日

広 報 広 聴 課

１ 事業の目的

県政情報等を分かりやすく伝え、県民との情報共有を図るとともに、県政への参

画と協働による取組を促すため、様々な媒体を活用した広報事業を実施するほか、

職員一人ひとりの広報力を強化する。

２ 事業費 ８０，５３５千円（ ５，４１５千円、 ７５，１２０千円）

内訳 委託料 ５２，１８４千円

役務費 ２７，８３５千円

報償費 ２９０千円

旅 費 ２２６千円

３ 事業内容

（１）広報事業 ８０，２０９千円

① 全戸配布広報紙 ４１，２６４千円

県の施策等を詳しく紹介する県政特集を中心に、生活に密着した情報等も

併せて発信する。

【うち当初予算追加分：秋田市内配布経費等 ５，４５３千円】

② 新聞広報 １０，７２６千円

県の施策等を取り上げた特集記事やイベント情報を地元紙に掲載する。

③ テレビ広報 ２６，１２１千円

各種施策と連動した地域の活性化を目指す取組などの情報を発信する。

【うち当初予算追加分：事務費 １３３千円】

④ ラジオ広報 ２，０９８千円

各種事業の普及啓発やイベント等の情報を発信する。

（２）職員一人ひとりの「伝える力」強化事業（新規） ３２６千円

① 広報マインド醸成セミナー １９２千円

情報発信の重要性等について理解を深めるため、職員向けのセミナーを開

催する。（１回開催）

② 情報発信スキル向上ワークショップ １３４千円

情報発信のスキルを習得するため、職員（各部局広報担当者等）を対象と

するワークショップを開催する。（３回開催）



平成31年度広報事業の推進について 

目的 平成31年度事業の実施方針 

方針 

県広報を取り巻く現状 

 県政情報等を分かりやすく伝え、県民との情報共有を
図るとともに、県政への参画と協働による取組を促す。 

媒体の特性を 
活かした情報発信 

より積極的な 
パブリシティの展開 

職員一人ひとりの
広報力強化 

県民の県政への参画 

県 

情報の提供 

県政への参画 

方針1：媒体の特性を活かした情報発信 方針２：職員一人ひとりの広報力強化 

外部視点の活用 内部情報の活用 

全戸配布広報紙 
県民に等しくかつ広範囲な情報を伝達 
できる媒体 
・41万４千部印刷・配布 
・年６回奇数月発行、８頁 

新聞広報 
詳しい説明を加えた特集記事の掲載
に適している媒体 
・地元紙に毎月第４土曜日掲載 
・テレビ面下全５段 

紙媒体 

テレビ広報 
イメージ伝達や臨場性に優れている媒体 
・民放３局で放送 
・５分番組を週１回放送 

ラジオ広報 
仕事中や運転中でも聴取できる媒体 
・民放ＦＭ１局で放送 
・３分番組を週１回放送 電波媒体 

ウェブサイト 
掲載できる情報量が多く、かつ、即時性
に優れている媒体 
・県公式ウェブサイト｢美の国あきたネット｣ 

SNS 
即時性と情報の拡散力に優れた媒体 
・県公式Facebook 
・県公式Twitter ウェブ媒体 

方針３：より積極的なパブリシティの展開 

適時に伝わる新聞記事やテレビニュース等を活用した情報発信 
・知事記者会見、知事コメント 
・記者レクチャー（記者会見） 
・報道機関への資料提供 

広報マインド醸成セミナー 
対象：職員（市町村職員を含む） 
内容：積極的な情報発信の重要性、 
   情報発信の成功事例 等 

部局横断的な 
情報共有の推進 

 
・情報発信での成功事例 
・広報媒体の利用実績 
・写真、映像、音声等の 
 素材情報 

 Ⅰ 県政情報の効果的な発信と県民との情報共有の推進 
  ・第３期ふるさと秋田元気創造プランの進捗と成果 
  ・各種施策や事業、イベント情報 ほか 

 
Ⅱ 地域の活性化に向けた県民の取組の紹介 
 ・地域資源を活かした地域づくり 
 ・県民や企業、団体等の先進的な取組 ほか 

スキル向上ワークショップ 
対象：職員（各部局広報担当者等） 
内容：各広報媒体の最新動向や 
   効果的な情報発信方法 等 

  方針１：媒体の特性を活かした情報発信 

  方針２：職員一人ひとりの広報力強化 

  方針３：より積極的なパブリシティの展開 

情報取得方法の多様化 

県民総参加による県政推進のため 
高まる情報発信の重要性 

新聞記事やニュース番組 
を通した県政情報の取得 

◇重点広報事項 

方針１：媒体の特性を活かした情報発信 

方針２：職員一人ひとりの広報力強化 

方針３：より積極的なパブリシティの展開 

情報取得方法の多様化 

県民総参加による県政推進のため 
高まる情報発信の重要性 

新聞記事やニュース番組 
を通した県政情報の取得 

情報の共有 

県民 

-２- 

【 別 紙 】  
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資料６（当初予算関係）

自主防災リーダー育成支援事業について

平成３１年２月１４日

総 合 防 災 課

１ 目 的

地域防災力の強化に向け、市町村と連携して「自主防災リーダー」を育成し、自

主防災組織の組織率の向上と活動の活発化を図る。

２ 事 業 費 ３，３１０千円 （㊀３，３１０千円）

（内訳：負担金補助及び交付金 ３，３１０千円）

３ 事業内容

防災士の資格を取得し、地域において自主防災組織の立ち上げ等に取り組む「自主防災

リーダー」を育成する。

県は、市町村に対し必要な経費の一部を補助するほか、既定の自主防災アドバイザーに

よる実地指導等を行い、自主防災リーダーの取組を支援する。

・事 業 の 概 要 別紙のとおり

・補 助 対 象 市町村

・補助対象経費 防災士資格取得費用、研修費用、防災教育用の物品（避難所運営

シミュレーションキット、啓発用ＤＶＤ等）、報償費 等

・補 助 率 ２分の１

・限 度 額 １市町村当たり１，０００千円

・事 業 年 度 平成３１年度及び３２年度を予定
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－２－
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ＳＮＳによる秋田版災害情報発信事業について 

 

平成３１年２月１４日 

総 合 防 災 課 

 

 

１ 目 的 

 大規模災害等が発生した際に、地域住民に安全かつ迅速な避難を促すため、

ツイッター等のＳＮＳを活用し、河川の水位や道路の規制等に関する情報を収

集・発信するシステムを構築する。 

 

 

２ 事 業 費  ２，０００千円 （㊀２，０００千円） 

  （内訳：委託料 ２，０００千円） 

 

 

３ 構築するシステムの概要等 

（１）システムの概要 

   災害情報をＳＮＳを介して発信し、併せて「県防災ポータルサイト」等に表

示することにより、住民へ効果的に情報提供するシステムとする。 

（別紙「ＳＮＳによる秋田版災害情報発信システムの概要」を参照。） 

 

（２）システムの特長 

・ 住民の避難に資する災害情報をＧＰＳの位置情報や現場写真等により、視

覚的に提供する。 

・ 情報発信者は市町村職員、消防職員、県職員等に限ることにより、正確な

情報を提供する。 

・ 災害情報を同時に県防災ポータルサイトに表示することにより、ＳＮＳの

利用者を含め、広く住民に情報を提供する。 

資料７（当初予算関係） 



ＳＮＳによる秋田版災害情報発信システムの概要 
別  紙 

河川情報 

停電情報 

土砂崩れ情報 

災害情報 

道路情報 

等 

【機能１】 

発信した災害情報を、Ｓ
ＮＳのほか、防災ポータ
ルサイトに地図情報とし
て表示する。 

【機能２】 
表示された情報については、 
・市町村別（＃秋田市災害、＃大仙市災害 等） 
・内容種別（＃河川氾濫、通行止め、避難情報 等） 
などで絞り込みを可能とする。 

防災ポータルサイト 

入力ツール 

ＳＮＳ 

-2
- 

撮影 

スマホ・タ
ブレットで
災害情報
を発信 

防災ポー
タルサイト
上に表示 

（ＳＮＳで
も閲覧可
能） 

情報発信者につ
いては、情報の信
頼性を確保する
ために、 
・市町村職員 
・消防職員 
・県職員 
などを想定。 

イメージ 

イメージ 
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資料８（当初予算関係）

被災者生活再建支援基金への出えんについて

平成３１年２月１４日

総 合 防 災 課

１ 目 的

自然災害により生活基盤に著しい被害を受けた者に対して支給する「被災者生活再建

支援金」について、その原資として全都道府県が拠出する基金の残高が減少しているこ

とから、今後の災害に備え、追加拠出を行う。

２ 事 業 費 ４０２，８４６千円 （ ４０２，８００千円 ４６千円）

（内訳：投資及び出資金 ４０２，８４６千円）

３ 事業費（拠出額）の算定等について

平成３０年度末の基金残高が３００億円程度となる見込みであり、平成３０年１１月

に開催された全国知事会議において、全都道府県で４００億円を積み立てることが決議

された。

各都道府県の拠出額については、８０％を世帯数で按分した額、２０％を均等割した

額とすることとされている。

○世帯数割による拠出額

400億円×80％×388,560世帯（本県世帯数）÷53,448,685世帯（全国世帯数計）

＝232,633千円

○均等割による拠出額

400億円×20％÷47都道府県＝170,213千円
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【参考１】被災者生活再建支援制度の概要

根拠法令 被災者生活再建支援法

対象災害 ・１都道府県において、１００世帯以上の住宅全壊被害が発生した自然災害

・１市町村において、１０世帯以上の住宅全壊被害が発生した自然災害 等

基礎支援金 加算支援金

支 給 額
（住宅の被害程度に応じて支給） （住宅の再建方法に応じて支給）

全壊 １００万円 建築・購入 ２００万円

大規模半壊 ５０万円 等 補修 １００万円 等

実施主体 公益財団法人都道府県センター

【参考２】支援金支給の仕組み

基金拠出 支給申請

都道府県 市町村・

被災者生活 都道府県経由 被 災 者

事務委託 再建支援基金

公益財団法人 支援金支給

都道府県セン

国 ター

（内閣府） 補助金交付

(支援金の１／２)
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「秋田県行政機関設置条例の一部を改正する条例案」について

（議案第５９号）

平成３１年２月１４日

人 事 課

１ 改正理由

動物の愛護及び管理に関する施策を一層推進するため、秋田県動物管理センターを

秋田県動物愛護センターに改編する必要がある。

２ 主な改正内容

秋田県動物管理センターの名称及び位置を次のとおり改めることとする。（第７条

関係）

名 称 位 置

秋田県動物愛護センター 秋田市雄和椿川字奥椿岱一番地

３ 施行期日等

⑴ 施行期日は平成３１年４月１日とする。

⑵ この条例の施行に関し所要の経過措置を規定することとする。

⑶ 一般職の職員の給与に関する条例及び職員の特殊勤務手当に関する条例について

所要の規定の整備を行うこととする。

資料９（当初議案関係）
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秋
田
県
行
政
機
関
設
置
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例
案
新
旧
対
照
表

秋
田
県
行
政
機
関
設
置
条
例
の
一
部
改
正

新

旧

（
動
物
愛
護
セ
ン
タ
ー
）

（
動
物
管
理
セ
ン
タ
ー
）

第
七
条

動
物
の
愛
護
及
び
管
理
並
び
に
狂
犬
病
の
予
防
に
関
す
る
事
務
を
分

第
七
条

動
物
の
愛
護
及
び
管
理
並
び
に
狂
犬
病
の
予
防
に
関
す
る
事
務
を
分

掌
さ
せ
る
た
め
、
動
物
愛
護
セ
ン
タ
ー
を
置
く
。

掌
さ
せ
る
た
め
、
動
物
管
理
セ
ン
タ
ー
を
置
く
。

２

動
物
愛
護
セ
ン
タ
ー
の
名
称
、
位
置
及
び
所
管
区
域
は
、
次
の
と
お
り
と

２

動
物
管
理
セ
ン
タ
ー
の
名
称
、
位
置
及
び
所
管
区
域
は
、
次
の
と
お
り
と

す
る
。

す
る
。

名

称

位

置

所

管

区

域

名

称

位

置

所

管

区

域

秋
田
県
動
物
愛
護

秋
田
市
雄
和
椿
川
字

秋
田
県
（
狂
犬
病
の
予
防
に
関

秋
田
県
動
物
管
理

秋
田
市
浜
田
字
神
坂

秋
田
県
（
狂
犬
病
の
予
防
に
関

セ
ン
タ
ー

奥
椿
岱
一
番
地

す
る
事
務
に
あ
っ
て
は
、
男
鹿

セ
ン
タ
ー

百
六
十
番
地

す
る
事
務
に
あ
っ
て
は
、
男
鹿

市
、
潟
上
市
及
び
南
秋
田
郡
）

市
、
潟
上
市
及
び
南
秋
田
郡
）

一
般
職
の
職
員
の
給
与
に
関
す
る
条
例
の
一
部
改
正
（
附
則
第
三
項
に
よ
る
改
正
）

新

旧

別
表
第
七
（
第
四
条
関
係
）

別
表
第
七
（
第
四
条
関
係
）

一
～
七

略

一
～
七

略

八

医
療
職
給
料
表
㈡
級
別
標
準
職
務
表

八

医
療
職
給
料
表
㈡
級
別
標
準
職
務
表

職
務
の
級

標
準
的
な
職
務

職
務
の
級

標
準
的
な
職
務

略

略

略

略

六
級

困
難
な
業
務
を
行
う
地
域
振
興
局
の
課
長
の
職
務

六
級

一

地
方
機
関
の
長
の
職
務

二

困
難
な
業
務
を
行
う
地
域
振
興
局
の
課
長
の
職
務
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七
級

地
方
機
関
の
長
の
職
務

七
級

困
難
な
業
務
を
行
う
地
方
機
関
の
長
の
職
務

備
考

略

備
考

略

九

略

九

略

職
員
の
特
殊
勤
務
手
当
に
関
す
る
条
例
の
一
部
改
正
（
附
則
第
四
項
に
よ
る
改
正
）

新

旧

（
防
疫
等
業
務
手
当
）

（
防
疫
等
業
務
手
当
）

第
六
条

略

第
六
条

略

２

前
項
の
手
当
の
額
は
、
業
務
又
は
作
業
に
従
事
し
た
日
一
日
に
つ
き
三
百

２

前
項
の
手
当
の
額
は
、
業
務
又
は
作
業
に
従
事
し
た
日
一
日
に
つ
き
三
百

八
十
円
（
動
物
愛
護
セ
ン
タ
ー
に
お
い
て
同
項
第
三
号
の
業
務
に
専
ら
従
事

八
十
円
（
動
物
管
理
セ
ン
タ
ー
に
お
い
て
同
項
第
三
号
の
業
務
に
専
ら
従
事

す
る
職
員
に
あ
つ
て
は
、
勤
務
一
月
に
つ
き
一
万
二
千
五
百
円
）
を
超
え
な

す
る
職
員
に
あ
つ
て
は
、
勤
務
一
月
に
つ
き
一
万
二
千
五
百
円
）
を
超
え
な

い
範
囲
内
で
人
事
委
員
会
規
則
で
定
め
る
。

い
範
囲
内
で
人
事
委
員
会
規
則
で
定
め
る
。

３

略

３

略
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「職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例案」

について（議案第６０号）

平成３１年２月１４日

人 事 課

１ 改正理由

働き方改革を推進するための関係法律の整備に関する法律（平成３０年法律第７１

号）による労働基準法（昭和２２年法律第４９号）の一部改正に鑑み、正規の勤務時

間以外の時間における勤務に関する事項を定める必要がある。

２ 主な改正内容

⑴ 任命権者は、正規の勤務時間以外の時間において職員に人事委員会規則で定める

断続的な勤務（宿日直勤務）を命ずることができることとする。（第８条の２の２

第１項関係）

⑵ 任命権者は、公務のため臨時又は緊急の必要がある場合には、⑴の断続的な勤務

以外の勤務（業務繁忙、災害時等）を命ずることができることとする。（第８条の

２の２第２項関係）

⑶ 時間外勤務命令等の限度時間その他の正規の勤務時間以外の時間における勤務に

関し必要な事項は、人事委員会規則で定めることとする。（第８条の２の２第３項

関係）

⑷ その他所要の規定の整理を行うこととする。

３ 施行期日

平成３１年４月１日

資料１０（当初議案関係）
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職
員
の
勤
務
時
間
、
休
暇
等
に
関
す
る
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例
案
新
旧
対
照
表

新

旧

（
正
規
の
勤
務
時
間
以
外
の
時
間
に
お
け
る
勤
務
）

第
八
条
の
二
の
二

任
命
権
者
は
、
第
二
条
か
ら
第
五
条
ま
で
及
び
第
八
条
の

規
定
に
よ
る
勤
務
時
間
（
以
下
「
正
規
の
勤
務
時
間
」
と
い
う
。
）
以
外
の

時
間
に
お
い
て
職
員
に
設
備
等
の
保
全
、
外
部
と
の
連
絡
及
び
文
書
の
収
受

を
目
的
と
す
る
勤
務
そ
の
他
の
人
事
委
員
会
規
則
で
定
め
る
断
続
的
な
勤
務

を
す
る
こ
と
を
命
ず
る
こ
と
が
で
き
る
。

２

任
命
権
者
は
、
公
務
の
た
め
臨
時
又
は
緊
急
の
必
要
が
あ
る
場
合
に
は
、

正
規
の
勤
務
時
間
以
外
の
時
間
に
お
い
て
職
員
に
前
項
に
規
定
す
る
勤
務
以

外
の
勤
務
を
す
る
こ
と
を
命
ず
る
こ
と
が
で
き
る
。

３

前
項
に
規
定
す
る
も
の
の
ほ
か
、
職
員
に
同
項
に
規
定
す
る
勤
務
を
す
る

こ
と
を
命
ず
る
こ
と
が
で
き
る
時
間
の
上
限
そ
の
他
の
同
項
に
規
定
す
る
勤

務
に
関
し
必
要
な
事
項
は
、
人
事
委
員
会
規
則
で
定
め
る
。

（
育
児
又
は
介
護
を
行
う
職
員
の
深
夜
勤
務
及
び
時
間
外
勤
務
の
制
限
）

（
育
児
又
は
介
護
を
行
う
職
員
の
深
夜
勤
務
及
び
時
間
外
勤
務
の
制
限
）

第
八
条
の
三

略

第
八
条
の
三

略

２

任
命
権
者
は
、
三
歳
に
満
た
な
い
子
の
あ
る
職
員
が
、
人
事
委
員
会
規
則

２

任
命
権
者
は
、
三
歳
に
満
た
な
い
子
の
あ
る
職
員
が
、
人
事
委
員
会
規
則

で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
当
該
子
を
養
育
す
る
た
め
に
請
求
し
た
場
合
に

で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
当
該
子
を
養
育
す
る
た
め
に
請
求
し
た
場
合
に

は
、
当
該
請
求
を
し
た
職
員
の
業
務
を
処
理
す
る
た
め
の
措
置
を
講
ず
る
こ

は
、
当
該
請
求
を
し
た
職
員
の
業
務
を
処
理
す
る
た
め
の
措
置
を
講
ず
る
こ

と
が
著
し
く
困
難
で
あ
る
場
合
を
除
き
、
前
条
第
二
項
に
規
定
す
る
勤
務
（

と
が
著
し
く
困
難
で
あ
る
場
合
を
除
き
、
第
二
条
か
ら
第
五
条
ま
で
及
び
第

災
害
そ
の
他
避
け
る
こ
と
の
で
き
な
い
事
由
に
基
づ
く
臨
時
の
勤
務
を
除
く

八
条
の
規
定
に
よ
る
勤
務
時
間
（
以
下
「
正
規
の
勤
務
時
間
」
と
い
う
。
）

以
外
の
時
間
に
お
け
る
勤
務
（
公
務
の
た
め
臨
時
又
は
緊
急
の
必
要
が
あ
る

。
次
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
を
さ
せ
て
は
な
ら
な
い
。

場
合
の
勤
務
を
い
う
。
次
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
を
さ
せ
て
は
な
ら
な
い
。

た
だ
し
、
災
害
そ
の
他
避
け
る
こ
と
の
で
き
な
い
事
由
に
基
づ
く
臨
時
の
勤

務
に
つ
い
て
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。

３

任
命
権
者
は
、
小
学
校
就
学
の
始
期
に
達
す
る
ま
で
の
子
の
あ
る
職
員
が

３

任
命
権
者
は
、
小
学
校
就
学
の
始
期
に
達
す
る
ま
で
の
子
の
あ
る
職
員
が

、
人
事
委
員
会
規
則
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
当
該
子
を
養
育
す
る
た
め

、
人
事
委
員
会
規
則
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
当
該
子
を
養
育
す
る
た
め

に
請
求
し
た
場
合
に
は
、
当
該
請
求
を
し
た
職
員
の
業
務
を
処
理
す
る
た
め

に
請
求
し
た
場
合
に
は
、
当
該
請
求
を
し
た
職
員
の
業
務
を
処
理
す
る
た
め
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の
措
置
を
講
ず
る
こ
と
が
著
し
く
困
難
で
あ
る
場
合
を
除
き
、
一
月
に
つ
い

の
措
置
を
講
ず
る
こ
と
が
著
し
く
困
難
で
あ
る
場
合
を
除
き
、
一
月
に
つ
い

て
二
十
四
時
間
、
一
年
に
つ
い
て
百
五
十
時
間
を
超
え
て
、
前
条
第
二
項
に

て
二
十
四
時
間
、
一
年
に
つ
い
て
百
五
十
時
間
を
超
え
て
、
正
規
の
勤
務
時

規
定
す
る

勤
務
を
さ
せ
て
は
な
ら
な
い
。

間
以
外
の
時
間
に
お
け
る
勤
務
を
さ
せ
て
は
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
災
害
そ

の
他
避
け
る
こ
と
の
で
き
な
い
事
由
に
基
づ
く
臨
時
の
勤
務
に
つ
い
て
は
、

こ
の
限
り
で
な
い
。

４
・
５

略

４
・
５

略
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「職員の大学院派遣研修費用の償還に関する条例及び職員の自己啓発等

休業に関する条例の一部を改正する条例案」について（議案第６１号）

平成３１年２月１４日

人 事 課

１ 改正理由

学校教育法の一部を改正する法律（平成２９年法律第４１号）の施行に伴い、所要

の規定の整理を行う必要がある。

２ 主な改正内容

次に掲げる条例において引用する学校教育法（昭和２２年法律第２６号）の条項を

改めることとする。

⑴ 職員の大学院派遣研修費用の償還に関する条例（平成１９年秋田県条例第５号）

⑵ 職員の自己啓発等休業に関する条例（平成１９年秋田県条例第６８号）

３ 施行期日

学校教育法の一部を改正する法律の施行の日（平成３１年４月１日）

資料１１（当初議案関係）
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職
員
の
大
学
院
派
遣
研
修
費
用
の
償
還
に
関
す
る
条
例
及
び
職
員
の
自
己
啓
発
等
休
業
に
関
す
る
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例
案
新
旧
対
照
表

職
員
の
大
学
院
派
遣
研
修
費
用
の
償
還
に
関
す
る
条
例
の
一
部
改
正
（
本
則
第
一
号
に
よ
る
改
正
）

新

旧

（
定
義
）

（
定
義
）

第
二
条

こ
の
条
例
に
お
い
て
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
用
語
の
意
義
は
、
当
該

第
二
条

こ
の
条
例
に
お
い
て
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
用
語
の
意
義
は
、
当
該

各
号
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。

各
号
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。

一

大
学
院
派
遣
研
修

県
が
職
員
の
同
意
を
得
て
実
施
す
る
学
校
教
育
法

一

大
学
院
派
遣
研
修

県
が
職
員
の
同
意
を
得
て
実
施
す
る
学
校
教
育
法

（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
二
十
六
号
）
に
基
づ
く
大
学
の
大
学
院
の
課
程

（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
二
十
六
号
）
に
基
づ
く
大
学
の
大
学
院
の
課
程

（
同
法
第
百
四
条
第
七
項
第
二
号
の
規
定
に
よ
り
大
学
院
の
課
程
に
相
当

（
同
法
第
百
四
条
第
四
項
第
二
号
の
規
定
に
よ
り
大
学
院
の
課
程
に
相
当

す
る
教
育
を
行
う
も
の
と
し
て
認
め
ら
れ
た
も
の
を
含
む
。
）
又
は
こ
れ

す
る
教
育
を
行
う
も
の
と
し
て
認
め
ら
れ
た
も
の
を
含
む
。
）
又
は
こ
れ

に
相
当
す
る
外
国
の
大
学
（
こ
れ
に
準
ず
る
教
育
施
設
を
含
む
。
）
の
課

に
相
当
す
る
外
国
の
大
学
（
こ
れ
に
準
ず
る
教
育
施
設
を
含
む
。
）
の
課

程
に
在
学
し
て
そ
の
課
程
を
履
修
す
る
研
修
で
あ
っ
て
、
そ
の
内
容
及
び

程
に
在
学
し
て
そ
の
課
程
を
履
修
す
る
研
修
で
あ
っ
て
、
そ
の
内
容
及
び

実
施
形
態
を
考
慮
し
て
人
事
委
員
会
規
則
で
定
め
る
も
の
を
い
う
。

実
施
形
態
を
考
慮
し
て
人
事
委
員
会
規
則
で
定
め
る
も
の
を
い
う
。

二
・
三

略

二
・
三

略

職
員
の
自
己
啓
発
等
休
業
に
関
す
る
条
例
の
一
部
改
正
（
本
則
第
二
号
に
よ
る
改
正
）

新

旧

（
自
己
啓
発
等
休
業
の
承
認
等
）

（
自
己
啓
発
等
休
業
の
承
認
等
）

第
二
条

略

第
二
条

略

２
・
３

略

２
・
３

略

４

法
第
二
十
六
条
の
五
第
一
項
の
条
例
で
定
め
る
教
育
施
設
は
、
次
に
掲
げ

４

法
第
二
十
六
条
の
五
第
一
項
の
条
例
で
定
め
る
教
育
施
設
は
、
次
に
掲
げ

る
教
育
施
設
と
す
る
。

る
教
育
施
設
と
す
る
。

一

略

一

略

二

学
校
教
育
法
第
一
条
に
規
定
す
る
学
校
以
外
の
教
育
施
設
で
学
校
教
育

二

学
校
教
育
法
第
一
条
に
規
定
す
る
学
校
以
外
の
教
育
施
設
で
学
校
教
育

に
類
す
る
教
育
を
行
う
も
の
の
う
ち
、
当
該
教
育
を
行
う
に
つ
き
他
の
法

に
類
す
る
教
育
を
行
う
も
の
の
う
ち
、
当
該
教
育
を
行
う
に
つ
き
他
の
法

律
に
特
別
の
規
定
が
あ
る
も
の
で
あ
っ
て
同
法
第
百
四
条
第
七
項
第
二
号

律
に
特
別
の
規
定
が
あ
る
も
の
で
あ
っ
て
同
法
第
百
四
条
第
四
項
第
二
号
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の
規
定
に
よ
り
大
学
又
は
大
学
院
に
相
当
す
る
教
育
を
行
う
と
認
め
ら
れ

の
規
定
に
よ
り
大
学
又
は
大
学
院
に
相
当
す
る
教
育
を
行
う
と
認
め
ら
れ

る
課
程
（
以
下
「
大
学
等
相
当
課
程
」
と
い
う
。
）
を
置
く
も
の

る
課
程
（
以
下
「
大
学
等
相
当
課
程
」
と
い
う
。
）
を
置
く
も
の

三
・
四

略

三
・
四

略

５
・
６

略

５
・
６

略
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資料１２（当初議案関係）

「秋田県県税条例等の一部を改正する条例案」について（議案第６２号）

平成３１年２月１４日

税 務 課

１ 改正理由

地方税法等の一部を改正する法律（平成３０年法律第３号）による地方税法（昭和

２５年法律第２２６号）の一部改正に伴い、一定の申告等を電子情報処理組織を使用し、

かつ、地方税共同機構を経由して行う場合に係る規定の整備を行う等の必要がある。

２ 改正内容

法人住民税・事業税等を地方税共同機構を経由して電子申告できることとする。

（県税条例第１０条関係）

法人住民税・事業税等の徴収金を地方税共同機構を経由して電子納税できることと

する。（県税条例第９条関係）

資本金１億円超の大法人等は、法人住民税・事業税等を地方税共同機構を経由して

電子申告しなければならないこととする。（県税条例第１０条関係）

その他所要の規定の整備を行うこととする。

【地方税共同機構】（平成３１年４月１日設立）

○ 地方税の電子申告システム（以下「ｅＬＴＡＸ」という。）の運営、共同での

電子納税に関する事務などを行うため、新たに設立される地方共同法人

○ ｅＬＴＡＸは、現行では一般社団法人地方税電子化協議会により運営されてい

るが、共同での電子納税の実施など、今後ｅＬＴＡＸの役割が拡大することが見

込まれている。そのため、法律（地方税法）に設置根拠を持つ法人をｅＬＴＡＸ

の運営主体とすることで、組織ガバナンスの確立や国の監督権限の強化を図るこ

ととされた。

３ 施行期日

この条例は、次のとおり施行することとする。

① ２ （電子申告）は平成３１年４月１日施行

② ２ （共同での電子納税）は平成３１年１０月１日施行

③ ２ （大法人の電子申告義務化）は平成３２年４月１日施行
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秋
田
県
県
税
条
例
等
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例
案
新
旧
対
照
表

秋
田
県
県
税
条
例
（
昭
和
二
十
九
年
秋
田
県
条
例
第
二
十
四
号
）
の
一
部
改
正
（
第
一
条
に
よ
る
改
正
）

新

旧

（
徴
収
金
の
納
付
場
所
又
は
納
入
場
所
）

（
徴
収
金
の
納
付
場
所
又
は
納
入
場
所
）

第
九
条

徴
収
金
は
、
法
又
は
こ
の
条
例
で
特
別
の
定
め
を
す
る
場
合
を
除
き

第
九
条

徴
収
金
は
、

こ
の
条
例
で
特
別
の
定
め
を
す
る
場
合
を
除
き

、
指
定
金
融
機
関
（
地
方
自
治
法
施
行
令
（
昭
和
二
十
二
年
政
令
第
十
六
号

、
指
定
金
融
機
関
（
地
方
自
治
法
施
行
令
（
昭
和
二
十
二
年
政
令
第
十
六
号

）
第
百
六
十
八
条
第
三
項
及
び
第
四
項
に
規
定
す
る
金
融
機
関
を
含
む
。
以

）
第
百
六
十
八
条
第
三
項
及
び
第
四
項
に
規
定
す
る
金
融
機
関
を
含
む
。
以

下
同
じ
。
）
又
は
同
令
第
百
五
十
八
条
の
二
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
そ
の
収

下
同
じ
。
）
又
は
同
令
第
百
五
十
八
条
の
二
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
そ
の
収

納
の
事
務
の
委
託
を
受
け
た
者
に
納
付
し
、
又
は
納
入
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

納
の
事
務
の
委
託
を
受
け
た
者
に
納
付
し
、
又
は
納
入
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。
た
だ
し
、
知
事
が
必
要
と
認
め
る
場
合
に
は
、
出
納
員
又
は
現
金
取
扱

い
。
た
だ
し
、
知
事
が
必
要
と
認
め
る
場
合
に
は
、
出
納
員
又
は
現
金
取
扱

員
に
納
付
し
、
又
は
納
入
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

員
に
納
付
し
、
又
は
納
入
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

２

略

２

略

（
申
告
書
、
届
出
書
等
の
提
出
等
）

（
申
告
書
、
届
出
書
等
の
提
出

）

第
十
条

法
及
び
こ
の
条
例
の
規
定
に
よ
つ
て
知
事
に
提
出
す
べ
き
申
告
書
、

第
十
条

法
及
び
こ
の
条
例
の
規
定
に
よ
つ
て
知
事
に
提
出
す
べ
き
申
告
書
、

届
出
書
及
び
そ
の
他
の
書
類
は
、
次
項
の
規
定
に
よ
る
場
合
を
除
き
、
総
合

届
出
書
及
び
そ
の
他
の
書
類
は

、
総
合

県
税
事
務
所
長
を
経
由
し
て
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

県
税
事
務
所
長
を
経
由
し
て
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２

地
方
税
関
係
申
告
等
（
法
第
七
百
六
十
二
条
第
一
号
イ
に
掲
げ
る
通
知
を

い
う
。
）
の
う
ち
、
法
第
七
百
四
十
七
条
の
二
第
一
項
の
特
定
書
面
等
地
方

税
関
係
申
告
等
及
び
法
第
七
百
四
十
七
条
の
三
第
一
項
の
特
定
地
方
税
関
係

申
告
等
は
、
こ
れ
ら
の
規
定
、
同
条
第
二
項
及
び
法
第
七
百
四
十
七
条
の
六

に
規
定
す
る
と
こ
ろ
に
よ
り
行
う
こ
と
が
で
き
る
。
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秋
田
県
県
税
条
例
の
一
部
改
正
（
第
二
条
に
よ
る
改
正
）

新

旧

（
申
告
書
、
届
出
書
等
の
提
出
等
）

（
申
告
書
、
届
出
書
等
の
提
出
等
）

第
十
条

法
及
び
こ
の
条
例
の
規
定
に
よ
つ
て
知
事
に
提
出
す
べ
き
申
告
書
、

第
十
条

法
及
び
こ
の
条
例
の
規
定
に
よ
つ
て
知
事
に
提
出
す
べ
き
申
告
書
、

届
出
書
及
び
そ
の
他
の
書
類
は
、
次
項
又
は
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
場
合
を

届
出
書
及
び
そ
の
他
の
書
類
は
、
次
項

の
規
定
に
よ
る
場
合
を

除
き
、
総
合
県
税
事
務
所
長
を
経
由
し
て
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

除
き
、
総
合
県
税
事
務
所
長
を
経
由
し
て
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２

地
方
税
関
係
申
告
等
（
法
第
七
百
六
十
二
条
第
一
号
イ
に
掲
げ
る
通
知
を

２

地
方
税
関
係
申
告
等
（
法
第
七
百
六
十
二
条
第
一
号
イ
に
掲
げ
る
通
知
を

い
う
。
次
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
う
ち
、
法
第
七
百
四
十
七
条
の
二
第
一

い
う

。
）
の
う
ち
、
法
第
七
百
四
十
七
条
の
二
第
一

項
の
特
定
書
面
等
地
方
税
関
係
申
告
等
及
び
法
第
七
百
四
十
七
条
の
三
第
一

項
の
特
定
書
面
等
地
方
税
関
係
申
告
等
及
び
法
第
七
百
四
十
七
条
の
三
第
一

項
の
特
定
地
方
税
関
係
申
告
等
は
、
こ
れ
ら
の
規
定
、
同
条
第
二
項
及
び
法

項
の
特
定
地
方
税
関
係
申
告
等
は
、
こ
れ
ら
の
規
定
、
同
条
第
二
項
及
び
法

第
七
百
四
十
七
条
の
六
に
規
定
す
る
と
こ
ろ
に
よ
り
行
う
こ
と
が
で
き
る
。

第
七
百
四
十
七
条
の
六
に
規
定
す
る
と
こ
ろ
に
よ
り
行
う
こ
と
が
で
き
る
。

３

地
方
税
関
係
申
告
等
の
う
ち
、
法
第
五
十
三
条
第
四
十
六
項
、
第
七
十
二

条
の
三
十
二
第
一
項
及
び
第
七
十
二
条
の
八
十
九
の
二
第
一
項
（
法
附
則
第

九
条
の
五
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
申
告

は
、
こ
の
条
例
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
法
第
五
十
三
条
第
四
十
六
項
か
ら

第
四
十
九
項
ま
で
、
第
七
十
二
条
の
三
十
二
及
び
第
七
十
二
条
の
八
十
九
の

二
（
法
附
則
第
九
条
の
五
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
す
る
場
合
を
含

む
。
）
に
規
定
す
る
と
こ
ろ
に
よ
り
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。


